
高知市障害者計画・障害福祉計画・障害児福祉計画（令和３～５年度）　進捗状況 別紙資料１
進捗評価

A

B

C

施策区分１ 保健・医療の充実～健やかで活力ある生活を送るために～

施策１－１　健康的な生活習慣づくり

令和３年度 令和４年度

各種健康診査

【健康増進課】
　健康増進法健診受診者　　７４人
　女性健康診査受診者　　１４５人
【保険医療課】
　特定健診受診勧奨（はがき・SMS・電話）：延３５，６０８人
　特定健診受診率：２９．１％（１３，０２６人）

【健康増進課】
　健康増進法健診受診者　　68人
　女性健康診査受診者　　　167人
【保険医療課】
　特定健診受診勧奨（はがき・SMS・電話）：延４２,５３７人
　特定健診受診率（令和５年５月月例報告）：前年度同月比１．
４ﾎﾟｲﾝﾄ上昇

B

【健康増進課】
　各種健康診査に関する情報が届くように，事業所訪問な
どの機会に提供する。また，支援者から障害のある方に健
診情報が届くように，関係機関の支援者に対して，周知啓
発を実施していく。
【保険医療課】
　受診率向上
　健康増進課と連携して，障害者就労支援センターへ特定
健診の啓発実施

健康増進課
保険医療課

いきいき健康チャレンジ

　いきいき健康チャレンジ参加者　1,453名
　障害者就労支援事業所への訪問による啓発　15事業所
　※チャレンジ目標(①体重測定②血圧を測る③8,000歩歩く
(65歳以上6,000歩)④週に2日休肝日をつくる⑤禁煙)の中
から1つ決め，3か月実施し記録する。高知市保健所が取り組ん
でいる健康づくり事業

　いきいき健康チャレンジ参加者　1，515名
　障害者就労支援事業所への訪問による啓発　12事業所
　障害者相談支援事業所事務連絡会での周知啓発

B

　新型コロナウイルス感染症の影響で，訪問など対面での
啓発の機会に制限があったものの，個別に訪問し，周知啓
発を実施できた事業所もあった。今後も機会を逃さずに，
引き続き，訪問による事業の啓発や周知の機会を増やし，
障害の有無に関わらず，個人・家族・地域や，事業所や職
場の仲間とともに，健康づくりに取り組む人の割合の増加
に向けて取組を進める。

健康増進課

保健指導

【健康増進課】
　健康増進法健診受診対象者への保健指導13人
　女性健康診査結果説明会2回　18人
【保険医療課】
　特定保健指導訪問利用勧奨及び巡回型特定保健指導
　特定保健指導実施率：３８．８％（６６６人）

【健康増進課】
　健康増進法健診受診対象者への保健指導　11人
　女性健康審査結果説明会　４回　33人
【保険医療課】
　特定保健指導訪問利用勧奨及び巡回型特定保健指導
　ICT活用型特定保健指導導入
　特定保健指導実施率：１０月確定

B

【健康増進課】
　健診受診後の保健指導対象者に対して，個別の健康課
題や健康問題に対し，助言や保健指導を実施し，重症化
予防や，健康増進の視点で，健診結果を活用した健康づ
くりに取り組んでいく。
【保険医療課】
　実施率向上
　ICT活用型特定保健指導の利用拡大
　保健指導対象者に障害がある場合は，状況に応じて障
害者施設等の支援者と連携して対応(継続）

健康増進課
保険医療課

健康講座
　市民が健康について関心を持ち，自分で健康づくりを実施で
きるように健康講座を実施している。令和3年度は22回開催し，
参加延べ人数395人。

　令和4年度は29回開催し、参加延べ人数491人
　内、1回は障害者就労支援事業所での開催

B

　新型コロナウイルス感染症の影響で，健康講座の実施
機会に制限があった。今後も，事業所訪問の際や，関係機
関の支援者に対して，健康講座に関する啓発や周知を実
施していく。

健康増進課

関係機関への研修等 　障害者就労支援事業所への訪問による啓発　15事業所
　障害者就労支援事業所への訪問による啓発　12事業所
　障害者相談支援事業所事務連絡会での啓発

B

　個別に事業所に訪問した際に，各種健康診査情報や健
康に関する情報を提供し，支援者から障害のある方に健
康情報が届くように，関係機関の支援者に啓発や周知を
行い，健康増進に関する情報を伝える機会を増やしてい
く。

障がい福祉課
健康増進課

総括 総合評価　：　 B

順調である
⇒　現在の進捗状況で計画を達成できる
概ね順調である
⇒　現在の進捗に多少の遅れや課題等はあるが計画を達成できる
あまり順調ではない
⇒　現在の進捗状況では計画の達成が難しく見直し等が必要

取組内容 担当課
実績

課題，今後の方針
進捗
評価

   新たに障害者施設等へ訪問し健康情報についての周知啓発などを実施してきたが，新型コロナウイルス感染症の影響による
訪問の制限もあり十分とは言えない。今後も，個人・家族・地域や事業所や職場の仲間とともに，健康づくりに取り組む人の割合
の増加に向けて，各種健康診査,健康講座など健康づくりに関わる情報を，事業所訪問などの機会に提供を継続する。また，障害
のある方が健康の保持増進や生活習慣の改善ができるよう，関係機関との連携した取組を強化していく。
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施策１－２　保健・医療・福祉の連携
　　難病患者（小児慢性特定疾病児童等を含む）への相談窓口周知と個別支援の充実

令和３年度 令和４年度

難病患者の療養相談，個別
支援

　療養相談：来所相談　547件
　個別支援：訪問　19件
　難病学習会：２回開催（YouTubeにて学習会）
　難病対策地域協議会：書面にて開催
　ALS交流会：新型コロナウイルス感染症感染拡大により中止。
対象者へ交流誌を作成し配布。

　療養相談：来所相談　441件
　個別支援：訪問　23件
　難病学習会：２回開催（YouTubeにて学習会）
　難病対策地域協議会：中止
　在宅療養に必要な情報をまとめたガイドブック作成，特定医療
費（指定難病）支給認定新規申請者へ配布開始。

B

　新型コロナウイルス感染症の影響で，個別支援の訪問を
自粛したり，交流会を中止する等した。今後も重症化リス
クの高い対象者に配慮しながら個別支援を継続して実施
していく。また，対面以外の支援方法として，在宅療養に必
要な情報をHPやリーフレットに掲載したり，個別支援や交
流会にzoomやLicoネットの活用等を検討していく。
難病対策協議会は令和５年６月実施予定，専門医を交え
た学習会は継続，その他中止となっていた交流会，事例検
討会は順次再開していく。

健康増進課

小児慢性特定疾病児童等
自立支援事業

　高知県難病団体連絡協議会へ相談支援業務等を委託。電話
相談や月１回交流会を予定。
　令和３年度については，新型コロナウイルスの影響で，４～７
月，12～３月は交流会中止。

　高知県難病団体連絡協議会へ相談支援業務等を委託。電話
相談や月１回交流会を予定。
　令和４年度については，新型コロナウイルスの影響で，４～６
月，８月，12月，１月，３月は交流会中止。

B

　高知県難病団体連絡協議会へ相談支援業務等を委託。
電話相談や月１回交流会を予定。
　小慢児童や家族に対し,関係機関との連絡調整や相談
指導等,児童の自立に向けた支援を実施する。

子育て給付課

　　障害児・者の歯科保健体制の充実

令和３年度 令和４年度

口腔保健支援センター

　障害児者歯科健診・保護者学習会　　３回　2９名
　個別対応（障害児者歯科訪問・相談等）　13件
　療育福祉センター口蓋裂診療と連携した支援　延16件（実
10件）

　障害児者歯科健診・保護者学習会　　３回　29名
　個別対応（障害児者歯科訪問・相談等）　５件
　療育福祉センター口蓋裂診療と連携した支援　　延26件（実
12件）

B

　新型コロナウイルス感染症の影響で個別対応は減少し
ていたが，歯・口の健康の必要性を啓発し，今後も関係部
署と連携しながら受診へのつなぎ等を中心に歯科口腔保
健に関する支援を実施していく。

健康増進課

取組内容
実績 進捗

評価
課題，今後の方針 担当課

取組内容 担当課
進捗
評価

実績
課題，今後の方針
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　医療的ケア児及び重度の障害のある子どもとその家族への支援

令和３年度 令和４年度

高知市医療的ケア児及び重
度の障害のある子どもの支
援検討会

　新型コロナウィルス感染拡大防止の観点から，書面にて開催
(１回）。
内容：①医療的ケア児支援の課題及び対応の方向性
　　　　　②幼児期の医療的ケア児支援の現状

　新型コロナウィルス感染拡大防止の観点から，Webとのハイ
ブリッド方式にて開催（２回）。
主な内容：①災害支援における取組状況について
　　　　　　　　　②「ふくふくまっぷ」改定について

A
　医療的ケア児の課題解決には時間を要するため，課題
への取組の進捗管理を行いながら，引き続き定期的に実
施していく。

子ども育成課，母子
保健課，保育幼稚園
課，障がい福祉課，
教育研究所

高知市重症心身障害児
（者）等在宅レスパイト事業

〇決定者数：8人
〇実利用者数：5人／延べ：16回

〇決定者数：７人
〇実利用者数：４人／延べ：28回

Ｂ
　外出が困難な医療的ケアの方の家族の休息になるよう，
事業を継続する。

障がい福祉課

医療的ケア児通園支援事業 　利用児童　6名 　利用児童　5名+1名 A 　訪問看護師或いは看護師配置にて対応予定 保育幼稚園課

「高知市立学校における医
療的ケア実施要綱」に基づ
く支援

　令和４年１月より，児童１名に訪問看護ステーションへの委託
による医療的ケアを実施

　児童２名に訪問看護ステーションへの委託による医療的ケア
を実施

A
　児童１名に訪問看護ステーションへの委託による医療的
ケアを実施

教育研究所

医療的ケア児等コーディ
ネーターの配置に関する検
討

　配置の検討は未実施。相談支援のスキルアップのため，研修
を受講した。医療的ケア児等支援者養成研修受講：保健師１名
（子ども育成課）

　医療的ケア児等重度の障害のある子どもの総合相談窓口は
子ども育成課とし，相談支援のスキルアップのため，研修を受講
した。医療的ケア児等コーディネーター養成研修受講：保健師４
名（子ども育成課２名，母子保健課１名，障がい福祉課１名）

B

　引き続き相談支援のスキルアップのため，研修の受講者
を増やしていくことと，医療的ケア児等重度の障害のある
子どもの総合相談窓口の機能・役割の確認とあわせて
コーディネーターの配置を検討する必要あり。

障がい福祉課

医療的ケア児等コーディ
ネーターの機能等の検討

　機能等の検討は未実施。
　医療的ケア児等コーディネーター養成研修を受講し，各課で
の医療的ケア児の相談支援に関する機能等の協議を継続して
いる。

B

　医療的ケア児等コーディネーターが関係各課に配置され
たことにより，各課での相談支援に活かされている。対応
の中での課題をコーディネーター間で共有し，より良い支
援に繋げるとともに，本市におけるコーディネーターの役割
を整理し，市民が安心して相談できる体制づくりを目指し
ていく。

子ども育成課，母子
保健課，保育幼稚園
課，障がい福祉課，
教育研究所

総括 総合評価　：　 B
　新型コロナウィルス感染症の影響を受けながらも，各事業ごとに手法を工夫しながら実施できており，保健・医療・福祉の連携
が徐々に進んできているといえる。

取組内容
実績 進捗

評価
課題，今後の方針 担当課
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高知市障害者計画・障害福祉計画・障害児福祉計画（令和３～５年度）　進捗状況

施策区分2 療育・保育・教育等における切れ目ない支援体制の充実～健やかに成長・発達するために～

施策２－１　子どもの成長過程に応じた支援体制の強化【重点】

令和３年度 令和４年度

関係機関の連携

　切れ目ない支援のため，その子どもに必要な複数
の関係機関と連携している。
　医療機関との定期カンファレンス：合計６回
　特別支援巡回相談：合計93回
　就学相談：211件

　切れ目ない支援のため，その子どもに必要な複数
の関係機関と連携している。
　医療機関との定期カンファレンス：合計13回
　特別支援巡回相談：合計98回
　就学相談：215件

A 　引き続き，関係機関の連携体制を継続する。

子ども育成課，母子
保健課，保育幼稚園
課，障がい福祉課，教
育研究所

基幹相談支援センター

　ケース同行：95件
　担当者会議：124件
　机上相談：74件　　合計：293件

　ケース同行：175件
　担当者会議：196件
　机上相談：61件　　合計：４３２件

A

　指標・目標の400件に到達できた。令和4年度の
合計件数のうち、55件が新規となっている。今後
も後方支援を実施しながら、相談支援専門員の資
質向上を目指す。

障がい福祉課

相談窓口や必要な情報の周知
のあり方の検討

　未実施。

　支援の必要な子どものための子育て応援ブック
「ふくふくまっぷ」のR5年５月配布に向け，医療的ケ
ア児支援や災害支援等を新たに盛り込み，改定作
業を行った。

A
　「ふくふくまっぷ」の配布先や周知方法等につい
て検討し，必要な情報へのアクセシビリティの向上
に努める。

子ども育成課，母子
保健課，保育幼稚園
課，障がい福祉課，教
育研究所

サポートファイル等，情報共有の
ためのツールのあり方の検討

　未実施。
　サポートファイルの小型化や内容の見直し等の検
討を行った。

B
　サポートファイルや情報共有のあり方について
は，本人・保護者，支援者の負担を抑えつつ，効果
的に活用できるよう，引き続き検討していく。

子ども育成課，母子
保健課，保育幼稚園
課，障がい福祉課，教
育研究所

総括 総合評価　：　 A

担当課

　何らかの支援が必要な子ども一人一人に応じて，関係機関が連携し取り組めており，情報の周知に向け
た取組は一定の成果をあげているといえる。

取組内容
実績 進捗

評価
課題，今後の方針
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施策２－２　早期発見・早期療育システムの充実

令和３年度 令和４年度

１歳６か月児健診・３歳児健診

【1歳６か月児健診】
　受診率94.4％
　有所見率（身体）10.7％（精神）18.9％
【３歳児健診】
　受診率95.6％
　有所見率（身体）23.3％（精神）30.4％

【１歳６か月児健診】
　受診率９１．８％
　有所見率（身体）１０．3％（精神）１８．８％
【３歳児健診】
　受診率９３％
　有所見率（身体）２４．５％（精神）２５．６％

B

　新型コロナウィルス感染症の影響で健診の中止
や受診控えがあり，受診率の低下がみられている
が，疾患や精神運動発達面での問題を早期に発
見し治療や支援につなげる取組を継続して行うと
ともに，健診受診率向上のため未受診者への受
診勧奨や日曜健診を継続していく。

母子保健課

早期療育教室

　1歳6か月児健診後等のフォロー教室として，主に
発達障害が疑われる子どもとその保護者を対象に
実施している。
　実施回数:61回　　来所者数:延98（実34）人

　1歳6か月児健診後等のフォロー教室として，主に
発達障害が疑われる子どもとその保護者を対象に
実施している。
　実施回数：46回　　来所者数：延85（実34）人

A
　引き続き，タイムリーな利用につながるよう実施
回数を維持し，スタッフの資質向上に努め，必要な
支援を行っていく。

子ども育成課

専門医相談
　医師(嘱託）が子どもの発達確認と保護者等の養
育上の相談に応じている。
　実施回数：10回　　来所者数：延16（実15）人

　医師(嘱託）が子どもの発達確認と保護者等の養
育上の相談に応じている。
　実施回数：9回　　来所者数：延14（実13）人

A
　引き続き，実施回数を維持し，必要な支援を行っ
ていく。

子ども育成課

心理士相談

　心理士が発達検査等の実施により子どもの発達
確認を行い，保護者等の養育上の相談に応じてい
る。また，検査所見・個別支援計画を用いて手立て
を提案している。
　発達検査実施件数：62件

　心理士が発達検査等の実施により子どもの発達
確認を行い，保護者等の養育上の相談に応じてい
る。また，検査所見・個別支援計画を用いて手立て
を提案している。
　発達検査実施件数：92件

A 　引き続き事業を実施していく。 子ども育成課

親子通園施設ひまわり園

　未就園の心身障害児・発達障害児（診断前を含
む）とその保護者を対象に，日常生活における基本
動作の指導や集団生活への適応の訓練，保護者同
士の交流等を実施している。
　通園実人数:26人　　年間延通園児数:548人
　年間開設日数:208日
　1日平均通園児童数:2.6人

　未就園の心身障害児・発達障害児（診断前を含
む）とその保護者を対象に，日常生活における基本
動作の指導や集団生活への適応の訓練，保護者同
士の交流等を実施している。
　通園実人数：31人　　年間延通園児数：827人
　年間開設日数：232日
　1日平均通園児童数：3.6人

A 　引き続き事業を実施していく。 子ども育成課

総括 総合評価　：　 A

取組内容
実績 進捗

評価
課題，今後の方針 担当課

　新型コロナウィルス感染症の影響もあり，幼児健診の受診率は現時点では目標値（１歳６か月児健診：
98％，３歳児健診：95％）に達していないが，各事業は概ね順調に実施できているといえる。
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施策２－３　就学前の子供の支援の充実

令和３年度 令和４年度

特別支援担当保育士・特別支
援加配保育士の配置

　特別支援児童配置数：130　　特別支援担当保育士数：132

　特別支援加配配置数：81　   特別支援加配保育士数：76

　特別支援児童配置数：122.5　　特別支援担当保育士数：126

　特別支援加配配置数：77　　特別支援加配保育士数：67
A

　支援の必要な子の受け入れ,特別支援担当児童
の配置に対して保育士確保もできている。

保育幼稚園課

特別支援巡回相談等，特別支
援保育に関する相談支援

　140
　※コロナのため巡回できない園があった

195 A
　高知市（対象）の園へ巡回
　各園の相談等に対応していく

保育幼稚園課

特別支援保育に関する研修会
　特別支援担当保育士研修会4回
　特別支援保育研修会３回
　特別支援加配保育士研修会３回

　特別支援担当保育士研修会4回
　特別支援保育研修会３回とコース研1回
　特別支援加配保育士研修会４回

A
　特別支援保育に対する理解を深め，特別支援が
必要な子どもや保護者への望ましい対応を考え
る。

保育幼稚園課

就学相談
　保育所・幼稚園・認定こども園の５歳児211名の
就学相談実施。

　保育所・幼稚園・認定こども園の５歳児215名の
就学相談実施。

A
　５歳児の特別支援担当保育士の支援を受けてい
る幼児及び特別な支援が必要で保護者が希望す
る幼児についてに就学相談を実施（５～７月）。

教育研究所

就学への移行支援
　就学相談を実施した幼児で引継ぎを希望する者
すべてに個別移行支援計画による引継ぎを実施。

　就学相談を実施した幼児で引継ぎを希望する者
すべてに個別移行支援計画による引継ぎを実施。

B
　就学相談を実施した幼児で引継ぎを希望する者
すべてに個別移行支援計画による引継ぎを実施
予定。

教育研究所

基幹相談支援センター

　ケース同行：95件
　担当者会議：124件
　机上相談：74件　　合計：293件

　ケース同行：175件
　担当者会議：196件
　机上相談：61件　　合計：４３２件

A

　指標・目標の400件に到達できた。令和4年度の
合計件数のうち、55件が新規となっている。今後
も後方支援を実施しながら、相談支援専門員の資
質向上を目指す。

障がい福祉課

障害児通所給付
　児童発達支援：335人
　医療型児童発達支援：10人

　児童発達支援：384人
　医療型児童発達支援：11人

Ｂ
　利用者数，給付費ともに毎年１割増のサービスで
あり，今後も継続。

障がい福祉課

総括 総合評価　：　 B
　新型コロナウィルス感染症の影響受けながらも，就学前の子どもへの支援体制は整ってきており，その内
容の充実に向けた取組が行われているといえる。

取組内容
実績 進捗

評価
課題，今後の方針 担当課
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施策２－４　就学期の子どもの支援の充実

令和３年度 令和４年度

教育相談・就学相談
　就学前と小学校・義務教育学校６年生の就学相談
を実施。通常の学級からの教育相談286件

　就学前と小学校・義務教育学校６年生の就学相談
を実施。通常の学級からの教育相談296件

A

　小学校・義務教育学校６年生で特別支援学級に
在籍するものについて，８月７・８・９日の３日間，保
護者面談（希望者）を実施予定。より丁寧な就学
相談に努める。

教育研究所

高知市立学校教職員研修

　新任特別支援学級担任研修会，知能検査講習
会，特別支援教育学校コーディネーター担当者会・
研修会，特別支援教育講座，若年教員研修（初任
者，２年経験者）等の特別支援教育に係る研修を実
施。

　新任特別支援学級担任研修会，知能検査講習
会，特別支援教育学校コーディネーター担当者会・
研修会，特別支援教育講座，若年教員研修（初任
者，２年経験者）等の特別支援教育に係る実施。

A
　昨年度と同様の研修等を実施予定。引き続き，
研修内容の充実に努める。

教育研究所

特別支援学校，特別支援学級，
通級による指導

　教育支援委員会において376件の審議を実施し，
学びの場の検討を行った。

　教育支援委員会において394件の審議を実施し，
学びの場の検討を行った。

B
　引き続き，丁寧な就学相談・教育相談に努め，保
護者・本人との合意形成を基本として，学びの場
の検討を行う。

教育研究所

特別支援教育支援員配置事業

　特別支援学級及び通常の学級に特別な教育的支
援が必要な児童が在籍する小学校１０校（江陽小，
潮江東小，秦小，高須小，布師田小，鴨田小，潮江
南小，一宮東小，十津小，春野東小）に特別支援教
育支援員を配置した。

　特別支援学級及び通常の学級に特別な教育的支
援が必要な児童が在籍する小学校１０校（第六小，
江陽小，潮江東小，秦小，横浜小，高須小，布師田
小，鴨田小，潮江南小，一宮東小）に特別支援教育
支援員を配置した。

Ｂ

　事業継続にあたっては予算措置及び人員確保
が課題である。同時に，学校からは，特別な支援を
要する児童生徒への対応において，配置を望む声
が年々増えている状況であり，配置増にむけた予
算要求をしていきたい。

学校教育課

特別支援学級サポート事業

　特別支援教育スーパーバイザー３名配置。若年の
教員への重点訪問375回，集中訪問（若年以外の
教員）185回，高知特別支援学校への訪問65回。
公開授業研修会４校実施。夏季休業中の実践交流
会半日研修を２日実施。

　特別支援教育スーパーバイザー３名配置。若年の
教員への重点訪問366回，集中訪問（若年以外の
教員）173回，高知特別支援学校への訪問70回。
公開授業研修会５校実施。夏季休業中の実践交流
会半日研修を２日実施。

A

　特別支援学級担任の専門性の向上を目指すとと
もに，公開授業研究会など実践を通して学べる機
会を提供する。特別支援教育の中心的な役割を
担う人材の育成を目指す。

教育研究所

特別支援教育相談充実事業

　特別支援教育相談員１名配置。通常の学級に在
籍する児童生徒を中心に148件の知能検査を実
施，指導主事とともに学校・保護者に支援方法等の
助言を実施。

　特別支援教育相談員１名配置。通常の学級に在
籍する児童生徒を中心に156件の知能検査を実
施，指導主事とともに学校・保護者に支援方法等の
助言を実施。

A
　引き続き，通常の学級からの教育相談にできる
だけはやく対応できるように，教育研究所において
特別支援教育相談員が検査を実施する。

教育研究所

放課後児童クラブ

　子どもの特性を深く理解し，適切な支援が行えるよ
う研修等を通じて支援員の資質向上を目指してい
る。
　定例会研修：１回「発達障害の理解と工夫」
　特別支援担当者研修：３回

　子どもの特性を深く理解し，適切な支援が行えるよ
う研修等を通じて支援員の資質向上を目指してい
る。
　定例会研修：１回「子どもの特性と支援の在り
　　　　　　　　　　　　方について」
　特別支援担当者研修：３回

A 　引き続き，定期的な研修体制を維持していく。 子ども育成課

基幹相談支援センター

　ケース同行：95件
　担当者会議：124件
　机上相談：74件　　合計：293件

　ケース同行：175件
　担当者会議：196件
　机上相談：61件　　合計：４３２件

A

　指標・目標の400件に到達できた。令和4年度の
合計件数のうち、55件が新規となっている。今後
も後方支援を実施しながら、相談支援専門員の資
質向上を目指す。

障がい福祉課

障害児通所給付 　放課後等デイサービス：770人 　放課後等デイサービス：880人 Ｂ
　利用者数，給付費ともに毎年１割増のサービスで
あり，今後も継続。

障がい福祉課

日中一時支援事業 　日中一時支援事業：12人 　日中一時支援事業：１２人 Ｂ 　事業継続。 障がい福祉課

短期入所事業 　短期入所事業：２５人 　短期入所事業：３８人 Ｂ 　事業継続。 障がい福祉課

障害児放課後等支援事業 　障害児放課後等支援事業：８人 　障害児放課後等支援事業：９人 Ｂ 　補助継続。 障がい福祉課

担当課取組内容
実績 進捗

評価
課題，今後の方針
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障害児長期休暇支援事業 　障害児長期休暇支援事業：0人 　障害児長期休暇支援事業：０人 Ｃ

　補助金を交付している団体より辞退の申し出が
ある。放課後等デイサービスの普及もあり事業終
了。

障がい福祉課

特別支援学校進路相談会

　高知市在住の障害児が通学している13校の特別
支援学校で開催される進路相談会へ参加し、卒業
後の進路について話し合う。参加者は本人・保護
者・学校関係者・支援機関。

　高知市在住の障害児が通学している13校の特別
支援学校で開催される進路相談会へ参加し、卒業
後の進路について話し合う。参加者は本人・保護
者・学校関係者・支援機関。

Ｂ

　新型コロナウイルス感染症のため、進路相談会
の中止があった。感染対策を図りながら、状況に
応じて会へ参加し、情報提供や関係機関と連携を
図る。

障がい福祉課

就労アセスメント

　就労アセスメント：22人
　特別支援学校13校で、卒業後に就労継続支援B
型の利用の可能性がある児童に対して概況調査を
実施。

　就労アセスメント：31人
　特別支援学校13校で、卒業後に就労継続支援B
型の利用の可能性がある児童に対して概況調査を
実施。

A
　在学時の実習で、就労移行アセスメントの利用
がスムーズに行われるよう、引続き調査・手続きを
行う。

障がい福祉課

自立支援協議会・相談支援検
討会

　自立支援協議会：１回
　相談支援検討会：９回

　自立支援協議会：４回
　相談支援検討会：１２回

Ｂ
　検討会の中で地域課題の抽出を行い、自立支援
協議会へ上げていく体制を構築する。 障がい福祉課

総括 総合評価　：　 B
　支援対象となる児童生徒が増加傾向の中，学校教育及び福祉サービスともに，支援体制の充実に取り
組むことができた。資質向上のための研修や連携体制の強化についても取組を継続した。
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高知市障害者計画・障害福祉計画・障害児福祉計画（令和３～５年度）　進捗状況

施策区分３ 地域生活支援の充実～住み慣れた地域で人とのつながりを大切にして暮らせるために～

施策３－１　相談支援体制の充実【重点】

令和３年度 令和４年度

基幹相談支援センター

　ケース同行：95件
　担当者会議：124件
　机上相談：74件　　合計：293件

　ケース同行：175件
　担当者会議：196件
　机上相談：61件　　合計：４３２件
　※目標を職員間で共有し，ケース対応を通じた後
方支援に努めた。

A

　指標・目標の400件に到達できた。令和4年度の
合計件数のうち、55件が新規となっている。今後
も後方支援を実施しながら、相談支援専門員の資
質向上を目指す。

障がい福祉課

障害者相談センター・指定相
談支援事業所

　〇障害者相談支援センター会：10回
　〇相談支援連絡会：４回

　障害者相談支援センター会：1１回
　相談支援連絡会：５件
　相談支援勉強会：1回

Ｂ
　新任期（3年未満）の研修会や事例検討会を毎
年実施し、マネジメント力の向上と人材育成を図っ
ていく。

障がい福祉課

自立支援協議会・相談支援
検討会

　〇自立支援協議会：１回
　〇相談支援検討会：９回

　自立支援協議会：４回
　相談支援検討会：１２回

Ｂ
　検討会の中で地域課題の抽出を行い、自立支援
協議会へ上げていく体制を構築する。

障がい福祉課

精神保健福祉相談

　【個別相談】
　　訪問延人数（３４５人）
　　新規相談実人数（４９５人）
　　来所延人数（２０４人）
　　電話延人数（4,674人）
　【嘱託相談】
　　来所延人数（18人）
　　訪問延人数（10人）
　　電話延人数（２人）
　　紙面相談延人数（17人）
　　相談実人数（47人）

　【個別相談】
　　訪問延人数（479人）
　　新規相談実人数（520人）
　　来所延人数（２３７人）
　　電話延人数（5,246人）
　【嘱託相談】
　　来所延人数（15人）
　　訪問延人数（17人）
　　紙面相談延人数（26人）
　　相談実人数（58人）

A

   年々，相談件数が増加している。個々のニーズに
合わせた適切な対応ができるように職員のスキル
向上と，より専門的な相談に対応できるよう，精神
科医師に加え，心理士の嘱託相談を令和５年度
から再開する。

健康増進課

総括 総合評価　：　 A

担当課

　障害のある人の相談窓口の整備とともに，相談支援に携わる人材の育成や連携の強化に取り組んで
きた。
　計画に掲げる指標・目標を概ね達成しており，今後も相談支援体制の充実に努めていく。

取組内容
実績 進捗

評価
課題，今後の方針
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施策３－２　地域生活支援サービスの基盤整備【重点】

令和３年度 令和４年度

介護給付/訓練等給付/障害
児等通所給付/地域生活支
援事業

　介護給付：延2,292人
　訓練等給付：延2,033人
　障害児通所給付：延1,281人
　相談支援：延3,537人
　地域生活支援事業：363人

　介護給付：延2,337人
　訓練等給付：延2,166人
　障害児通所給付：延1,578人
　相談支援：延3,654人
　地域生活支援事業：356人

Ｂ

　制度創設以後，利用者数・給付費が伸び，サービ
ス提供事業所数も増加している。引き続き質の向
上や連携強化にも取り組む。
　一方，参入が進まないサービスについては施設
整備補助等を活用しサービスの提供体制の確保
に努める。

障がい福祉課

自立支援協議会 　自立支援協議会：１回
　自立支援協議会：４回 「相談支援体制実績報
告」「日中サービス支援型指定共同生活援助事業
者プレゼンテーション」「各検討会活動報告」等

Ｂ
　自立支援協議会や各検討会の議論を深め、障害
者の地域生活支援の充実を図る。

障がい福祉課

社会福祉施設等施設整備補
助金

　共同生活援助（グループホーム）１か所整備準備
　共同生活援助（グループホーム）　１か所　創設
　※日中サービス支援型共同生活援助の整備を
優先的に募集し，１か所補助金の支援を実施した。

Ａ 　令和５年度　３か所創設予定 障がい福祉課

障害福祉サービスに係る苦情
相談窓口

　苦情受付：７件 　苦情受付：15件 Ｂ
　事業者へ事実確認を行い，当事者間の苦情解決
を実施。苦情への対応により事業者の支援の質向
上につながるよう指導を続ける。

障がい福祉課

指定障害福祉サービス事業
者等に係る実地指導

　対象事業所数：509
　計画数：71　実績数：33　計画達成率46.5％

　対象事業所数：536
　計画数：96　実績数：70　計画達成率72.9％

Ｂ

　国の示す指導形態（３年に１回の実地指導）につ
いては，事業所数増加等により達成できていない
状況。今後も関係課と連携体制強化を努め，より
良い指導監査体制構築の土台としたい。

指導監査課

総括 総合評価　：　 Ｂ

取組内容
実績 進捗

評価
課題，今後の方針 担当課

　障害福祉サービス等の利用者数・給付費・事業所数ともに増加がみられた。自立支援協議会や各検
討会で課題整理しながら質の向上や連携強化に取り組んできた。
　障害者の重度化・高齢化に対応した日中サービス支援型共同生活援助（グループホーム）について
は，計画に掲げる指標・目標数以上（目標：３か所以上→結果：４か所）の指定がなされ，目標を達成す
ることができた。
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施策３－３　精神障害者の地域生活実現のための支援

令和３年度 令和４年度

精神保健福祉相談

　【個別相談】
　　訪問延人数（３４５人）
　　新規相談実人数（４９５人）
　　来所延人数（２０４人）
　　電話延人数（4,674人）
　【嘱託相談】
　　来所延人数（18人）
　　訪問延人数（10人）
　　電話延人数（２人）
　　紙面相談延人数（17人）
　　相談実人数（47人）

　【個別相談】
　　訪問延人数（479人）
　　新規相談実人数（520人）
　　来所延人数（２３７人）
　　電話延人数（5,246人）
　【嘱託相談】
　　来所延人数（15人）
　　訪問延人数（17人）
　　紙面相談延人数（26人）
　　相談実人数（58人）

A

   年々，相談件数が増加している。個々のニーズに
合わせた適切な対応ができるように職員のスキル
向上と，より専門的な相談に対応できるよう，精神
科医師に加え，心理士の嘱託相談を令和５年度
から再開する。

健康増進課

精神障害者地域移行促進事
業

　代表者会議・戦略会議の開催：８回
　院内説明会開催数：０回
　地域移行支援者会議開催数：０回
　会議にはＺＯＯＭを活用した。個別支援で活用で
きるようなＤＶＤの作成をした。

　代表者会議・戦略会議の開催：９回
　院内説明会開催数：０回
　地域移行支援者会議開催数：２回
　令和3年度に引き続き会議にはＺＯＯＭを活用し
た。
　地域移行支援者会議を開催し，地域移行や地域
定着支援中における課題の検討を行った。

Ｂ

   新型コロナウイルス感染症の影響で院内説明
会を開催できなかった。令和５年度は，開催方法を
工夫し，見込み量（１６回）の達成ができるようにす
る等，地域移行支援，地域定着支援実利用者数
の目標達成に向けた働きかけを引き続き行ってい
く。

健康増進課

地域移行・地域定着支援
　地域移行支援：１９人
　地域定着支援：１５人

　地域移行支援：１９人
　地域定着支援：１５人

Ｂ
　関係機関のネットワーク構築により精神科病院
からの地域移行スキームは確立できつつあり、事
業を継続する。

障がい福祉課

高知市ピアサポーター養成・
育成

　ピアサポーター定例会：４回
　院内説明会開催数：０回
　個別支援で活用できるようなリカバリーストーリー
を撮影したＤＶＤの作成をした。

　ピアサポーター定例会：８回
　院内説明会開催数：0回
　市内４か所の病院へ訪問し，地域移行支援に関
するポスターやチラシの配布及び掲示の依頼，ピ
アサポーターの活動紹介等を行った。

Ｂ

　新型コロナウイルス感染症の影響で院内説明会
を開催できなかった。令和５年度は，開催方法を工
夫し，目標回数（１６回）の達成ができるようにする
等，地域移行支援，地域定着支援実利用者数の
目標達成に向けた病院への働きかけを引き続き
行っていく。

健康増進課

総括 総合評価　：　 B

   関係機関とのネットワーク構築により，協議の場の開催数や関係者の参加者数は目標を達成できて
いる。しかし，新型コロナウイルス感染症の影響で，院内説明会を開催することができず，ピアサポー
ターが活躍する場や，新たな地域移行支援の対象者へ働きかける機会が少なくなってしまった。結果と
して，地域移行支援（29／60）・地域定着支援給付数（１０／40）が目標に達成しなかった。

取組内容
実績 進捗

評価
課題，今後の方針 担当課
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施策３－４　社会参加・いきがいづくりの促進

令和３年度 令和４年度

移動支援事業/社会参加促
進事業/地域活動支援セン
ター事業

　移動支援：251人
　地域活動支援センター　７ヵ所　創作活動や生産
活動、利用者が自由に集い交流することができる
サロン活動等を実施

　移動支援：241人
　地域活動支援センター　７ヵ所　創作活動や生産
活動、利用者が自由に集い交流することができる
サロン活動等を実施

A
　地域活動支援センター　７か所において、引き続
き障害のある人のニーズに応じた支援を実施する

障がい福祉課

障害者スポーツ教室の開催
　７～８月に計４回，障害者スポーツ教室「カヌー教
室」の開催を予定していたが，台風等による天候
不順のため１回の実施に留まった。参加者６名。

　７～８月に計４回にわたり障害者スポーツ教室「カ
ヌー教室」を開催。４回で参加者計43名。

Ａ
　天候には左右されるが，安全面での配慮含め現
状で大きな課題はない。気軽にスポーツに親しむ
場として今後も事業の共催を継続する。

スポーツ振興課，高
知県障害者スポーツ
センターとの共催

スポーツ施設整備事業，ス
ポーツ施設使用料の減免

【総合運動場】
・個人利用
       トレーニング室：一般　　　　　　　269名
　　　　　　　　　　　　　　　　  高校生以下　　　 ７名
　　　　　　 室内プール：温水期間　　1,924名
　　　　　　　 　　　　　　　　　 冷水期間　　　717名
・団体利用
　　　　　　室内プール：49件
　　　　　　　 　　会議室：４件
　　　　　　　 主競技場：７件
　　　　　　　　  　ドーム：５件
　　　　　プレイルーム：１件
　　　　  補助競技場：６件
【東部総合運動場】
・個人利用
　　　　　　　　　プール：1,282名
　　 トレーニング室：６２２名
・団体利用
        体育センター：３６件
        多目的ドーム：３４件

体育館：４件
25ｍプール：１件

【総合運動場】
・個人利用
　　　 トレーニング室：一般　　　　　　　264名
　　　　　　　　　　　　　　　   高校生以下　　　 4名
　　　　　　室内プール：温水期間　　1,738名
　　　　　　　　　　　　　　　　 冷水期間　　　561名
・団体利用
　　　　　　室内プール：５０件
　　　　　　　　　 会議室：１件
　　　　　　　 主競技場：２件
　　　　　　　　  　ドーム：３件
　　　　　プレイルーム：２件
　　　　 　補助競技場：６件
　　  補助グラウンド：６件
【東部総合運動場】
・個人利用
　　　　　　　　　プール：1,579名
　 　トレーニング室：７９６名
・団体利用
 　　　      体育センター：３０件
　　　　　　　多目的ドーム：４５件
 多目的ドーム会議室：１件

体育館：３件

Ａ

・個人利用
　トレーニング室・プールは長寿手帳提示で本人
無料，身体障害者手帳・精神障害者保健福祉手
帳・療育手帳等提示で本人及びその介助者１名
無料
・団体利用　50％減額

　新型コロナウイルス感染症等の影響もあり，全体
的に利用者が減少していたが，いつでも気軽にス
ポーツ活動に親しむことができる生涯スポーツ社
会実現のため，障がいのある方にも気軽に施設を
利用していただけるよう今後も使用料の減免を継
続する。

スポーツ振興課

点字図書，録音図書，マルチ
メディアデイジー図書等の製
作・貸出，読書が困難な人へ
の読書・情報支援，点訳・音訳
ボランティア等の養成

【図書蔵書数】点字図書11,615タイトル／録音
図書 17,673タイトル／マルチメディアデイジー
６１７タイトル
【利用状況】貸出数：点字図書 ９０４タイトル／録
音図書19,837タイトル／マルチメディアデイジー
８７８タイトル
対面音訳：13人／９２９回
【ボランティア養成状況】養成講座修了者数 点訳
９人／音訳 １４人／デジタル資料製作 ７人
【登録ボランティア数】点訳 ９９人／音訳８４人／
対面音訳 ６５人／デジタル資料製作２８人

【図書蔵書数】点字図書 12,085タイトル／録音
図書 17,906タイトル／マルチメディアデイジー
678タイトル
【利用状況】貸出数：点字図書 874タイトル／録
音図書 18,586タイトル／マルチメディアデイジー
926タイトル
対面音訳：15人／984回
【ボランティア養成状況】養成講座修了者数 点訳
11人／音訳 9人／デジタル資料製作 4人
【登録ボランティア数】点訳 110人／音訳 92人
／対面音訳 63人／デジタル資料製作 37人

A
　読書が困難な人が関わることの多い福祉・教育・
医療機関との連携など，利用者拡大に向けて取組
を進める。

声と点字の図書館

総括 総合評価　：　 A

取組内容
実績 進捗

評価
課題，今後の方針 担当課

　障害者スポーツに関しては，各種障害者スポーツ教室への参加や個人及び団体利用により，スポーツ
施設の利用は広がっている。
　障害のある人のニーズを捉え，引き続き各種事業の継続が必要である。
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施策３－５　権利擁護の推進

令和３年度 令和４年度

障害者虐待防止センター 　通報受理件数：26件 　通報受理件数：36件 Ｂ

　通報に対する事実確認調査を確実に行い，障害
者や養護者に対する支援の実施を継続する。
障害者虐待に関する周知や事業所に対する研修・
指導を実施する。

障がい福祉課

指定障害福祉サービス事業
者等に係る実地指導

　対象事業所数：509
　計画数：71　実績数：33　計画達成率46.5％

　対象事業所数：536
　計画数：96　実績数：70　計画達成率72.9％

Ｂ

　国の示す指導形態（３年に１回の実地指導）につ
いては，事業所数増加等により達成できていない
状況。今後も関係課と連携体制強化を努め，より
良い指導監査体制構築の土台としたい。

指導監査課

成年後見制度利用支援事業

【障がい福祉課】
　市長申立件数：７件
　後見人報酬助成件数：１件
【健康増進課】
　申し立て：５件
　報酬助成：０件

　【障がい福祉課】
　市長申立件数：１件
　後見人報酬助成件数：１件
　【健康増進課】
　申し立て：０件
　報酬助成：１件

Ｂ

　成年後見制度の利用促進について，高齢部門と
合同で協議会を開催し検討を重ねる。申立や報酬
助成の適切な実施。

障がい福祉課，健康
増進課

高知市成年後見サポートセン
ター/日常生活自立支援事業

　成年後見サポートセンターとして権利擁護に係る
総合相談窓口としての機能および担い手支援，広
報啓発などを行い，高知市成年後見利用促進基
本計画策定に向けた協力を行った。

　高知市成年後見利用促進基本計画に基づく中
核機関として，権利擁護支援の周知，専門職団体
との連携強化に取り組んだ。広報啓発活動におい
て，関係機関・専門職に加え市民向けに広く広報・
啓発を実施したことにより，初期相談件数は469
件でコロナ禍前の水準を上回った。

B

　初期相談の相談対象者における障害者の割合は

30％前後であり，相談がある支援機関のうち障害支援

機関の割合は、5％程度と低い状況である。そのため障

害支援分野への広報啓発の強化が必要である。また，

親亡き後の課題では，成年後見制度の報酬を心配する

方が多く，必要な方が制度活用ができるよう丁寧な情

報提供が必要。

高知市社会福祉協
議会

総括 総合評価　：　 B

課題，今後の方針 担当課

　障害者虐待防止センター（障がい福祉課基幹相談支援センター内）において，障害者虐待の通報受
理・支援を実施してきた。また障害福祉サービス事業所における虐待防止の取組について，研修や周知
を行った。
　成年後見制度の利用促進に向け，庁内の関係課や高知市社会福祉協議会，外部委員で構成される
協議会で協議を深めることができた。

取組内容
実績 進捗

評価
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高知市障害者計画・障害福祉計画・障害児福祉計画（令和３～５年度）　進捗状況

施策区分４ 多様な雇用と就労の促進～自己の能力を最大限に発揮し，自立した生活をめざすために～

施策４－１　適性に応じた就労と職場定着への支援【重点】

令和３年度 令和４年度

自立支援協議会・就労検討会 　就労検討会：9回
　就労検討会：10回
　※就労検討会はWEBを活用した開催に努めた。

B
　資質向上のため，意見交換会等の継続。就労定
着支援や農福連携に関わる機関との連携。

障がい福祉課

訓練等給付

　就労移行支援：108人
　就労継続支援Ａ型：217人
　就労継続支援Ｂ型：1,137人
　就労定着支援：４６人

　就労移行支援：111人
　就労継続支援A型：251人
　就労継続支援B型：1,161人
　就労定着支援：53人

B
　就労系障害福祉サービスを安定して提供。事業
所の質の向上や連携強化に引き続き取り組む。

障がい福祉課

高知市農福連携研究会
　高知市農福連携研究会：3回
　農福連携事例累積数：39例

　高知市農福連携研究会：２回
　農福連携事例累積数：45例

B
　農家と福祉の事業所の相互理解を深める必要
がある。今後は農福連携に取り組んでいる好事例
を中心に報告会を定期で開催していく方針。

障がい福祉課

総括 総合評価　：　 Ｂ

施策４－２　障害者雇用に関する企業等への理解の促進

令和３年度 令和４年度

自立支援協議会・就労検討会 　就労検討会：9回

　就労検討会：10回
※就労検討会はWEBを活用した開催に努めた。
※企業等との意見交換は感染拡大の影響により，
開催を見送った。

B

　経営者で構成されている高知県中小企業家同
友会ディーセントワーク委員との障害者雇用等の
連携に向けて，県，高知市と3者での意見交換会
を開催予定。

障がい福祉課

訓練等給付

　就労移行支援：108人
　就労継続支援Ａ型：217人
　就労継続支援Ｂ型：1,137人
　就労定着支援：４６人

　就労移行支援：111人
　就労継続支援A型：251人
　就労継続支援B型：1,161人
　就労定着支援：53人

B
　就労系障害福祉サービスを安定して提供。事業
所の質の向上や連携強化に引き続き取り組む。

障がい福祉課

総括 総合評価　：　 Ｂ

担当課

　就労系障害福祉サービスの利用者・サービス提供事業所は年々増加傾向にある。事業所において障
害者への適切な支援がなされるよう，就労検討会を中心に課題整理を行いながら，意見交換や事例発
表に取り組むことができた。

　WEBを活用するなど等，感染症対策を講じながら関係機関との協議や研修を実施してきた。
福祉就労から一般就労に移行した障害者が利用する就労定着支援サービスについて，利用者は増加
傾向にある。今後も企業等との連携方法や広報の充実につながるよう取組を推進する。

取組内容
実績 進捗

評価
課題，今後の方針

取組内容
実績 進捗

評価
課題，今後の方針 担当課
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高知市障害者計画・障害福祉計画・障害児福祉計画（令和３～５年度）　進捗状況

施策区分５ 啓発の充実～ともに理解し，互いに支え合うために～

施策５－１　地域共生社会の理解促進

令和３年度 令和４年度

出前講座「地域共生社会～つな
がりのあるまちをめざして～」

　出前講座：２回，105名

　出前講座の内容を改め，「まちづくり」のテーマの
中に，地域共生社会に関する内容を盛り込み，実施。
　出前講座：３回，112名
　地域共生社会に関する啓発イベントをイオン，オー
テピアで開催。

Ｂ

　申込による出前講座だけではなく，人が集まる場
を活用した啓発イベントを開催することで，子育て
世代等広く地域共生について知っていただく機会
となった。今後さらに，より多くの市民の方に知って
いただく機会づくりに取り組んでいく。

地域共生社会推進
課（高知市社会福祉
協議会実施）

ほおっちょけん学習の実施

　新型コロナウイルス感染症の影響により，実施を見
合わせる園や学校が増加するなど，従来通りの実施
が難しくなっている中，感染対策に留意した方法の
検討や活動の工夫，新たな活動の展開を支援した。
【実績】
　保育園・幼稚園：1か所
　小学校(放課後児童クラブ含)：6か所
　高等学校・専門学校：4か所
　民間企業：4か所

　子どもたちへの取組だけでなく，企業への働きかけ
も強化するなど，様々な年代への啓発に向けた検討
を行った。
【実績】
　保育園・幼稚園：７か所
　小学校(放課後児童クラブ含)：13か所
　高等学校・専門学校：２か所
　民間企業：２か所

B

　福祉教育は児童・生徒だけを対象としたものでは
なく，むしろ生涯学習の視点でも取組んでいく必
要があるため，地域の各種会議を活用した地域生
活課題の共有等を通じて，地域のニーズに触れ，
関心を高めるといった福祉教育的機能を意識した
場づくりを進める必要がある。

高知市社会福祉協
議会

　

総括 総合評価　：　 Ｂ

課題，今後の方針 担当課

　出前講座やイベント，ほおっちょけん学習を通じて，幼児や児童，生徒等の子どもたちや，子育て世代，働く
世代などの幅広い層に啓発できた。今後，地域共生社会の実現に向け，これまでの取組をより一層進めて
いくとともに，地域の各種会議の活用等，様々な機会を通じて啓発していく必要がある。

取組内容
実績 進捗

評価
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施策５－２　障害への正しい理解と偏見・差別の解消

令和３年度 令和４年度

「高知市人権施策推進基本計
画」の推進

　基本計画に掲げる13の人権課題への取組方針に
基づき，114の事業を推進。市職員・教職員，また市
民や企業に対して研修や講演会，広報紙等を通して
人権尊重の理念を普及するとともに，各人権課題ご
との相談，支援を実施した。

　基本計画に掲げる13の人権課題への取組方針に
基づき，114の事業を推進。市職員・教職員，また市
民や企業に対して研修や講演会，広報紙等を通して
人権尊重の理念を普及するとともに，各人権課題ご
との相談，支援を実施した。

Ｂ
　引き続き基本計画に基づき事業を推進するととも
に，関係機関と一層連携しながら取組を進めてい
く。

人権同和・男女共同
参画課

地区人権啓発推進委員会の活動
への支援

　地区人権啓発推進委員会の啓発活動費として，人
権啓発活動推進事業費補助金を交付。各地区の活
動の中で地域住民を対象とした学習会や映画会,地
域交流事業などを実施した。（令和３年度実績　学
習会等38回　延べ1,349人参加）

　地区人権啓発推進委員会の啓発活動費として，人
権啓発活動推進事業費補助金を交付。各地区の活
動の中で地域住民を対象とした学習会や映画会,地
域交流事業などを実施した。（令和４年度実績　学
習会等61回　延べ1,688人参加）

Ｂ
　地区人権啓発推進委員会の活動を広く周知し，
地域における啓発事業への参加者の増加を図る。

人権同和・男女共同
参画課

ふれあい体験学習 　ふれあい体験学習　127回 　ふれあい体験学習　１７0回 A 　今後も事業を継続していく 障がい福祉課

手話の出前講座 　手話の出前講座　11回 　手話の出前講座　１0回 A 　今後も事業を継続していく 障がい福祉課

障害や障害のある子ども（人）に
対する理解を深める教育の推進

　【人権・こども支援課】
　高知市人権施策推進基本計画に基づき，小・中９
年間において発達段階に応じ，授業等を通じて学ん
でいる。
　教職員，ＰＴＡ，地域　対象の研修への講師の派遣
　　 令和３年度　　52件
　学校の人権学習，人権集会等への講師派遣にか
かる支援（謝金の支出）
　　　令和３年度　　76件
　【教育研究所】
　高知市立学校への出前研修を13件実施し，特別
な支援が必要な児童生徒の理解や支援について講
話を行った。

　【人権・こども支援課】
　高知市人権施策推進基本計画に基づき，小・中９
年間において発達段階に応じ，授業等を通じて学ん
でいる。
　教職員，ＰＴＡ，地域　対象の研修への講師の派遣
　　 令和４年度  46件
　学校の人権学習，人権集会等への講師派遣にか
かる支援（謝金の支出）
　　令和４年度 83件
　【教育研究所】
　高知市立学校への出前研修等を21件実施し，特
別な支援が必要な児童生徒の理解や支援について
講話を行った。

A

【人権・こども支援課】
　人権教育・啓発事業は，実施によりどのぐらいの
成果があったのか（費用対効果）を数値化するこ
とが難しい。実績値については教職員・児童生徒
への人権研修・人権学習の機会を提供することが
できていると考えている。今後も各学校における研
修や学習が反復，継続して実施されることが重要
である。
【教育研究所】
　出前研修等や教育相談を通して，一人一人に応
じた理解を深めることができるように努める。

人権・こども支援課，
教育研究所

総括 総合評価　：　 B

担当課課題，今後の方針

　障害への正しい理解を深めるため，教育の分野，地域において様々な取組や市民への広報活動を行って
きている。障害への正しい理解を広めていくことは短時間で達成できるものではなく，様々な取組の効果の
検証も容易ではないが，今後も継続的に取り組んでいく必要がある。

取組内容
実績 進捗

評価
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施策５－３　成人の発達障害のある人への理解と支援促進

令和３年度 令和４年度

発達障害者支援検討会 　発達障害者支援検討会：2回
　発達障害者支援検討会：５回
　研修会：１回

B
　発達障害者の理解と支援促進のための研修会
を開催予定
　就労や相談部会と連携し意見交換

障がい福祉課

基幹相談支援センター/障害者相
談センター

【基幹相談支援センター】
　ケース同行：95件
　担当者会議：124件
　机上相談：74件　　　　　　　合計：293件
【障害者相談センター】
　発達障害児306名，者67名

【基幹相談支援センター】
　ケース同行：175件
　担当者会議：196件
　机上相談：61件　　　　　　　合計：４３２件
【障害者相談センター】
　発達障害児325名，者55名

B
　相談窓口の周知を図りながら，障害のある人に
対する相談業務を継続する。

障がい福祉課

精神保健福祉相談

　【個別相談】
　　訪問延人数（３４５人）
　　新規相談実人数（４９５人）
　　来所延人数（２０４人）
　　電話延人数（4,674人）。
　【嘱託相談】
　　来所延人数（18人）
　　訪問延人数（10人）
　　電話延人数（２人）
　　紙面相談延人数（17人）
　　相談実人数（47人）。

　【個別相談】
　　訪問延人数（479人）
　　新規相談実人数（520人）
　　来所延人数（２３７人）
　　電話延人数（5,246人）
　【嘱託相談】
　　来所延人数（15人）
　　訪問延人数（17人）
　　紙面相談延人数（26人）
　　相談実人数（58人）。

A

   年々，相談件数が増加している。個々のニーズに
合わせた適切な対応ができるように職員のスキル
向上と，より専門的な相談に対応できるよう，精神
科医師に加え，心理士の嘱託相談を令和５年度か
ら再開する。

健康増進課

地域活動センター機能強化事業

　発達障害者就労支援センター（地域活動支援セン
ターⅡ型）において，相談支援や社会参加促進支援
を実施

　発達障害者就労支援センター（地域活動支援セン
ターⅡ型）において，相談支援や社会参加促進支援
を実施

A
　引き続き関係機関と連携し，個別の状態に合わ
せた相談支援や障害福祉サービスの利用につな
げていく。

障がい福祉課

総括 総合評価　：　 B

担当課

　成人期の発達障害のある人の課題は多岐にわたるため，検討会で協議を行ってきた。今後は医療や就
労，福祉といった様々な分野での連携が図られるよう，支援促進のための研修会や意見交換会を開催す
る。

取組内容
実績 進捗

評価
課題，今後の方針
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高知市障害者計画・障害福祉計画・障害児福祉計画（令和３～５年度）　進捗状況

施策区分６ 生活・社会環境の充実と安心安全のしくみづくり～誰もが住み慣れた地域で安心して暮らせるために～

施策６－１　住居，交通，まちづくり，情報に関するバリアフリーの推進
　住居，交通，まちづくり

令和３年度 令和４年度

公営住宅制度（特定目的住宅）
　R３年度募集：障害者世帯向け４戸，車イス世帯向け６戸，車イス

単身者向け３戸，単身者向け(障害・高齢等）10戸

　R４年度募集：障害者世帯向け１戸，障害単身者向け２戸，車イス

世帯向け５戸，単身者向け（障害・高齢等）６戸
B

　第二期高知市営住宅再編計画（R5.4策定）では，居住ニーズ対

応として建替え時等におけるバリアフリー化・車イス対応，特定目的

住宅の確保や入居要件の見直し等に取り組むこととしている。
住宅政策課

住宅改造助成事業
　居宅生活作動補助用具（住宅改修）　　　　20件

　住宅改造　　課税世帯　１件　非課税世帯　 　２件

　居宅生活作動補助用具（住宅改修）　　      ４件

　住宅改造　　課税世帯　１件　非課税世帯　 　５件
A

　障害者総合支援法に基づき，肢体，体幹または移動機能障害３級

以上の方を対象に，居宅生活動作補助用具（住宅改修）及び重度

身体障害者(児)住宅改造助成事業を行っている。

　今後も住みなれた住宅で安心して生活が送れるように住宅改造

（改修）の対象者の拡大及び基準額の見直しの検討が必要。

障がい福祉課

住宅セーフティネット制度

　セーフティネット住宅：R３年度新規登録1,382戸（大東建託によ

る大口登録）⇒累積登録戸数1,396戸

　居住支援の推進に向け，高知県居住支援協議会で意見交換を

行った。

　セーフティネット住宅：R４年度新規登録25戸⇒累計登録戸数

1,421戸

　居住支援の推進に向け，高知県居住支援協議会で意見交換を

行った。

B

　引き続きセーフティネット住宅の登録を促進するとともに，居住支

援のあり方や具体的な施策について高知県居住支援協議会や関

係課と協議を進めていく必要がある。
住宅政策課

高知市交通バリアフリー基本構想
　「高知市交通バリアフリー基本構想」に基づく，重点整備地区の

バリアフリー化を推進

　「高知市交通バリアフリー基本構想」に基づく，重点整備地区の

バリアフリー化を推進
B

　今後も，公共空間や交通のバリアフリー化を進めていく必要があ

る。

　なお，本市ではH13に制定された「交通バリアフリー法」に基づく

基本構想を策定しているが，H18に「バリアフリー法（BF法）」が制

定され，R2の法改正までの間「基本構想制度」や「マスタープラン

制度」が創設されている。国土交通省では，BF法に基づく第３次目

標を設定していることから，心のバリアフリーの取組を記載したマス

タープランの策定を望んでいる。

都市計画課

高知市交通バリアフリー道路特定
事業

　江ノ口235号線の歩道の段差解消等を行った。

　●歩道段差解消　L=49m。

　江ノ口235号線の歩道の段差解消等を行った。

　●歩道段差解消　L=46m。
A 　道路整備に必要な予算を継続的に確保し，事業の完成を目指す。 道路整備課

街路整備事業
　愛宕町北久保線（愛宕町工区），曙町西横町線（中工区），鴨部

北城山線（第2工区）について用地買収箇所の境界構造物の施工

を実施している。

　愛宕町北久保線（愛宕町工区），曙町西横町線（中工区），鴨部

北城山線（第2工区）について用地買収箇所の境界構造物の施工

を実施している。

A
　今後も継続して予算確保し，事業の完成を目指す。

歩道整備に併せて視覚障がい者誘導標示等の整備を行う。
道路整備課

ひとまち条例に基づく審査 　受付　33件 　受付　22件 A
　整備基準に基づき審査を行っている。令和3年度及
び令和4年度ともに条例違反の物件はなく，引き続き，
誰もが利用しやすい施設整備を推進する。

障がい福祉課

公園施設長寿命化整備事業

　誰もが安全で安心して利用できる都市公園とするため，老朽化し

た公園の改築，更新を行うもの。

　令和３年度は，城西公園，鳩ヶ崎公園，高須北ノ丸公園，高須公園

等の遊具設置を行った。

　誰もが安全で安心して利用できる都市公園とするため，老朽化し

た公園の改築，更新を行うもの。

　令和４年度は，大谷公園，長面田児童遊園等の遊具設置，大谷公

園，萩公園等の舗装工事を行った。

A
　引き続き老朽化した公園施設の改築・更新を行って
いく。

みどり課

沖田公園整備事業 　実績なし 　実績なし C 　現在，整備予定なし。 みどり課

公園遊園整備改良事業

　地域住民に安らぎと潤いをもたらす空間を確保するため，既存公

園の整備，公園遊具の改修等を行うもの。

　令和３年度は，萩公園，万々公園，米田公園等の遊具設置，市道

潮江2号線の街路樹の更新，潮江西ノ丸公園のフェンス改築を行っ

た。

　地域住民に安らぎと潤いをもたらす空間を確保するため，既存公

園の整備，公園遊具の改修等を行うもの。

　令和４年度は，横内３号公園，役知公園等の遊具設置，市道潮江

2号線の街路樹の更新，河ノ瀬公園，青柳公園等のフェンス改築を

行った。

A
　引き続き公園の整備，公園遊具の改修等を行ってい
く。

みどり課

取組内容
実績 進捗

評価
課題，今後の方針 担当課
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　情報

令和３年度 令和４年度

手話通訳者関連事業

【障がい福祉課】
　手話通訳者の派遣　504回
【広聴広報課】
　市長定例記者会見手話通訳
　市長の定例記者会見に、手話通訳を実施。会見終了
後は、手話通訳の映像も含め高知市Youtubeチャン
ネルで配信している。令和3年度15回。

【障がい福祉課】
　手話通訳者の派遣　510回（障がい福祉課）
【広聴広報課】
　市長定例記者会見手話通訳
　市長の定例記者会見に、手話通訳を実施。会見終了
後は、手話通訳の映像も含め高知市Youtubeチャン
ネルで配信している。令和4年度11回。

A 今後も事業を継続していく
障がい福祉課
広聴広報課

日常生活用具及び補装具の給付

　情報・意思疎通用具（日常生活）　　 143件
　視覚障害者用ソフトウェア　　　　　　　　　　30件
　重度障害者用意思伝達装置　　購入　　 ３件
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　修理　   ６件

　情報・意思疎通用具（日常生活）　　 144件
　視覚障害者用ソフトウェア　　　　　　　　　　17件
　重度障害者用意思伝達装置　　購入　　 2件
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　修理　   5件

A

　法律，国の指針及び市の事業実施要綱に基き実施し
ている。今後も国の制度・社会・経済状況及び市民の
ニーズに応じ，給付品目や基準額等の見直しを行いな
がら事業を適正に行う。

障がい福祉課

磁気ループの貸し出し 　貸し出し：０件 　貸し出し：０件 B
　ここ2年間は会議等の開催自粛傾向があり実績は０
件であった。

障がい福祉課

ＩＴ推進講習事業
　ＩＴ講座（パソコン講習）実施：12回
　参加人数：65人

　ＩＴ講座（パソコン講習）実施：12回
　参加人数：61人

A 今後も事業を継続していく 障がい福祉課

点字広報・録音広報等の発行

【広聴広報課】
〇点字広報
　広報「あかるいまち」から点字広報に掲載する主要な
記事を抜粋し、委託先で点訳・印刷の上、希望者に発
送。毎月1日発行。平均60ページ。配布部数は令和4
年3月現在83部。
〇録音広報
　広報「あかるいまち」の全記事を委託先で音訳・録音
し、録音広報（テープ版・デイジー版）を作製。点字図
書館を介して希望者へ配布。毎月1日発行。テープ版・
デイジー版各180分以内。配布部数は令和4年3月現
在テープ版2部、デイジー版31部。
【議事調査課】点字広報「高知市議会だより」　332
部　録音広報「高知市議会だより」　112部

【広聴広報課】
〇点字広報
　広報「あかるいまち」から点字広報に掲載する主要な
記事を抜粋し、委託先で点訳・印刷の上、希望者に発
送。毎月1日発行。平均60ページ。配布部数は令和5
年3月現在84部。
〇録音広報
　広報「あかるいまち」の全記事を委託先で音訳・録音
し、録音広報（テープ版・デイジー版）を作製。点字図
書館を介して希望者へ配布。毎月1日発行。テープ版・
デイジー版各180分以内。配布部数は令和5年3月現
在テープ版2部、デイジー版33部。
【議事調査課】点字広報「高知市議会だより」　330
部　録音広報「高知市議会だより」　131部

B

【広聴広報課】
　点字広報は、製本の都合上60ページに情報を納め
るようにしているため、全ての情報を掲載することがで
きない。
　また録音広報については、テープの普及率低下やデ
イジー再生機器の整備など、さまざまな課題がある。
　共に利用率に伸び悩みがあるものの、点字広報・録
音広報は視覚障害者にとって市政に関する情報を入
手する貴重な手段であることから、利用者の声を聞き
ながら対応策を検討しつつ、今後も事業を継続してい
く。
【議事調査課】
　今後も視覚障害のある方のご意見を聞きながら情報
格差が起こらないよう議会広報を行っていく。

広聴広報課，議事調
査課

読書・情報支援
　新規利用登録者数　４４人（高知市３０人，高知市以
外１４人）

　新規利用登録者数　５１人（高知市２９人，高知市以
外２２人）

B

　障害等で読書が困難な方の多くがサービスを利用で
きていない。読書が困難な人が関わることの多い福
祉・教育・医療機関との連携など，利用者拡大に向け
て取組を進める。

声と点字の図書館

総括 総合評価　：　 B

取組内容
実績 進捗

評価
課題，今後の方針 担当課

　様々な領域におけるバリアフリー化において，ハード面は予算を確保しながら着実に取り組むことを心がけた。
情報面については，障がいのある人が情報等にアクセスしやすくなるよう，多様な媒体での広報広聴活動が重
要であり，今後も障害のある人の希望や意見を聞きながら充実を図る必要がある。
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施策６－２　災害時の支援体制の構築

令和３年度 令和４年度

自主防災組織育成強化事業
　自主防災組織の結成を促進し，単位自主防災組織６
団体，自主防災組織連合会２団体が結成された。全世
帯数に対するカバー率は96.8％となった。

　自主防災組織の結成を促進し，単位自主防災組織
が１組織結成された。全世帯数に対するカバー率は
96.8％のままである。

B
　自主防災組織のカバー率100％を目指し，取組を継
続する必要がある。

地域防災推進課

津波防災対策事業

　令和３年度末時点で津波避難ビル339施設指定。ま
た，配備可能な津波避難ビル施設に順次資機材等を
配備している。さらに，津波から命を守るための意識醸
成を図るため，講習会や説明会を実施するなど，積極
的に啓発をしている。

　令和４年度末時点で津波避難ビル337施設指定。ま
た，配備可能な津波避難ビル施設に順次資機材等を
配備している。さらに，津波から命を守るための意識醸
成を図るため，講習会や説明会を実施するなど，積極
的に啓発をしている。

B

　避難場所が少ない地域を重点的に津波避難ビルの
指定を推進するとともに，津波避難施設を活用した避
難訓練等を通じて，防災活動の啓発に努める必要が
ある。

地域防災推進課

避難行動要支援者対策事業

　避難行動要支援者名簿については，自主防災組織
や民生委員児童委員協議会等の避難支援等関係者
への提供を継続して実施した。
　また，名簿に「真に避難支援を要する者」が掲載され
るよう，名簿掲載要件の変更を行った。

　避難行動要支援者名簿については，自主防災組織
や民生委員児童委員協議会等の避難支援等関係者
への提供を継続して実施した。
　また，名簿掲載要件の変更に伴う精査に併せマイプ
ラン方式による個別避難計画作成を推進し，3,840件
の計画が作成及び更新された。

B

　避難行動要支援者名簿の掲載対象者を年齢要件も
含めて抽出していたことから，実際には自力避難可能
な者が多数名簿に掲載されている状態であるため，引
き続き名簿の精査を行っていく必要がある。
　また，令和７年度までに，高知市地域防災計画で定
めた計画作成の優先度が高い要支援者の個別避難
計画を作成できるよう，福祉専門職などの関係機関の
協力を得ながら取組を進めていく必要がある。

地域防災推進課

福祉避難所整備事業費補助金 　新たに市施設を指定　（１件）
　新たに県施設を指定（１件）
　新たに民間施設を指定（４件）

B
　新規指定に向け，引き続き社会福祉施設との交渉を
継続していく。

健康福祉総務課

単身高齢者世帯等防災訪問

　管轄署所月１回２～３名の対象者への防災訪問を，
新型コロナウイルス感染症感染拡大を考慮して，代替
えとして電話対応で防火指導実施。
　火災予防週間中の女性消防団員による防災訪問は
同様の理由で未実施。

　管轄署所月１回２～３名の対象者への防災訪問を，
新型コロナウイルス感染症感染拡大を考慮して，代替
えとして電話対応で防火指導実施。
　火災予防週間中の女性消防団員による防災訪問は
同様の理由で未実施。

B
　消防局でも避難行動要支援者事業に関わっているた
め，同事業と関連づけた訪問形態に見直しを検討。

消防局予防課

総括 総合評価　：　 Ｂ

取組内容
実績 進捗

評価
課題，今後の方針

　自主防災組織の結成を推進し，地域の防災力強化を図っている。また，避難行動要支援者名簿の見直し，マ
イプラン方式による個別避難計画の作成等を通じて，地域における避難行動要支援者の避難支援体制づくり
を進めている。さらに，緊急避難場所である津波避難ビルの指定を進め，順次資機材等を配備している。
　今後も避難場所が少ない地域を重点的に津波避難ビルの指定を行い，避難訓練等を通じて防災活動の啓
発に努める。また，名簿の精査や個別避難計画の作成等を進め，更に実効性のある避難行動要支援者の支援
体制の構築を図る。高齢者世帯等防災訪問についても避難行動要支援者事業と関連付けた訪問形態への見
直しを検討する。

担当課
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施策６－３　新型コロナウイルス等感染症対策

令和３年度 令和４年度

衛生用品の備蓄
　感染対策のための衛生用品の配布
　感染発生時のサービス継続のための費用を補助

　感染対策のための衛生用品の配布
　感染発生時のサービス継続のための費用を補助
　職員に対する抗原検査の実施

B
　５類移行後も事業所支援を実施。国の補助金等を活
用した予算措置や感染発生時の備蓄品の提供等。

障がい福祉課

感染症対策研修会
　未実施
　個別に対応

　社会福祉施設感染症対策研修会は実施していない
が，5類移行に向けた研修会として高齢者支援課，介
護保険課と実施

C

　新型コロナウイルス感染症は感染状況や感染症法改
正に伴う社会環境の変化も大きい。今後は新型コロナ
ウイルス感染症を含めた感染症全般について社会福
祉施設における感染対策が実施できるよう啓発を行っ
ていく必要がある。

地域保健課

総括 総合評価　：　 C

　事業所に対し感染流行期に衛生用品や抗原検査キットを配布した。しかしながら，医療機関や保健所業務が
ひっ迫する中で事業所支援は十分と言えず，多くの感染者が自宅や施設内療養を余儀なくされた。衛生部局
と福祉部局で課題を共有し，５類移行後も支援が続けられるよう取り組む。

取組内容
実績 進捗

評価
課題，今後の方針 担当課
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障害者計画　指標・目標一覧

施策区分 施策 指標名
現状

（令和５年３月末時点）
目標

１－１　健康的な生活習慣づくり
専門医の入った支援者向け研修会等の実施回数 ２回／年 ４回／年
高知市重症心身障害児（者）等在宅レスパイト事業
利用人数／利用延べ回数

4名／28回 10名／60回

医療的ケア児等コーディネーター 配置あり 配置あり
２－１　子どもの成長過程に応じた支援体制の強化

１歳６か月児健診受診率 91.80% 98%
３歳児健診受診率 93% 95%

２－３　就学前の子どもの支援の充実

２－４　就学期の子どもの支援の充実
「個別の教育支援計画」及び「個別の指導計画」の
作成率（通常の学級における発達障害等の診断・判
断がある児童生徒を対象）

　通常の学級に在籍する児童生徒で個
別の教育支援計画の作成を必要とする
児童生徒の個別の教育支援計画作成率
　小学校・義務教育学校前期96.0％
　中学校・義務教育学校後期91.8％

95％以上

相談支援事業所事務連絡会年間開催回数 ５回 ６回
障害者相談センター会年間開催回数 11回 12回
相談支援検討会年間開催回数 12回 12回

相談支援事業者に対する訪問等による専門的な指
導・助言件数（基幹相談支援センターによる同行訪
問・担当者会議・助言等）

432件 400件

相談支援事業者の人材育成の支援件数（基幹相談支
援センターによる勉強会・研修会・プラン点検等）

1件 10件

自立支援協議会の年間開催回数 4回 ４回
日中サービス支援型共同生活援助の事業所数 ４か所 ３か所以上
ＷＡＭＮＥＴ，Ｌｉｃｏネットなどの運用 実施 実施
協議の場の年間開催回数 11回 ８回
協議の場への関係者の延べ参加者数 178人 144人

地域移行支援個別給付数（精神のみ） 29件
60件

（令和３～５年度）

地域定着支援個別給付数（精神のみ） 10件
40件

（令和３～５年度）
地域活動支援センター数 ７か所 ７か所
障害者ＩＴ講習会年間開催回数 14回 14回
障害者虐待防止センターの設置 あり あり
権利擁護支援の中核機関の設置 あり あり
就労検討会の開催回数 10回 12回
農福連携事例累積数（農福連携研究会把握数） 45例 50例
就労検討会の開催回数【再掲】 10回 12回
就労定着支援の支給決定数 53人 50人

５－１　地域共生社会の理解促進
ふれあい体験学習開催回数 170回 150回
手話の出前講座開催回数 10回 10回

５－３　成人の発達障害のある人への理解と支援促進 発達障害者支援検討会年間開催回数 ５回 ３回

６－１　住居，交通，まちづくり，情報に関する
　　　　バリアフリーの推進
６－２　災害時の支援体制の構築

６－３　新型コロナウイルス等感染症対策 社会福祉施設感染症対策研修会 未実施 実施

５－２　障害への正しい理解と偏見・差別の解消
５　啓発の充実
　　～ともに理解し，互いに支え合う
　　　ために～

６　生活・社会環境の充実と安心安全の
　しくみづくり
　　～誰もが住み慣れた地域で安心して
　　　暮らせるために～

３－３　精神障害者の地域生活実現のための支援

３－４　社会参加・いきがいづくりの促進

３－５　権利擁護の推進

３　地域生活支援の充実
　　～住み慣れた地域で人とのつなが
　　　りを大切にして暮らせるために～

４－１　適性に応じた就労と職場定着への支援

４－２　障害者雇用に関する企業等への理解の促進

４　多様な雇用と就労の促進
　　～自己の能力を最大限に発揮し，
　　　自立した生活をめざすために～

３－２　地域生活支援サービスの基盤整備

１－２　保健・医療・福祉の連携

１　保健・医療の充実
　　～健やかで活力ある生活を送る
　　　ために～

２－２　早期発見・早期療育システムの充実

２　療育・保育・教育等における
　　切れ目ない支援体制の充実
　　～健やかに成長・発達するために～

３－１　相談支援体制の充実
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